
事業ポートフォリオに関する基本的な考え方 

 

１．事業ポートフォリオマネジメントの目的 

   事業ポートフォリオマネジメントは、当社ならびに当社の連結子会社および持分法適用関連会社

（以下「当社グループ」という。）全体の事業ポートフォリオの組み換えおよび経営資源配分を通じ

て、事業間のシナジーを発揮し、当社グループ全体の持続的な企業価値向上を図ることを目的と

する。 

２．事業領域の分類 

   事業ポートフォリオマネジメントにおいては、当社グループの事業領域を、コーポレートソリューション部

門、リテール部門、プライベートバンキング部門、地域共創部門およびその他（市場部門）に分類

し、各部門を事業ポートフォリオにかかる経営判断の基本的な単位とする。 

３．経営判断の種類 

   事業ポートフォリオにかかる経営判断の種類は、次に掲げるとおりとする。 

  （１）新事業への進出 

  （２）既存事業の拡大、改善 

  （３）既存事業の縮小、既存事業からの撤退 

  （４）事業モデルの選択（自前または外部とのアライアンス） 

  （５）その他当社グループの企業価値に影響を及ぼし得る規模での事業ポートフォリオの変更 

  （６）（１）から（５）までの実施に伴う経営資源配分 

４．ガバナンス体制 

  （１）当社取締役会は、事業ポートフォリオマネジメントに関する基本的な事項を決定し、事業ポー

トフォリオマネジメントの運用を監督する。 

  （２）当社経営会議は、取締役会の監督の下で、事業ポートフォリオマネジメントの運用に関する

重要事項を審議・決定する。 

５．事業評価および非財務的価値の考慮 

  （１）事業ポートフォリオマネジメントに際しては、各部門の収益性、成長性および他の事業とのシナ

ジーを基本的な評価軸として、事業評価を行う。 

  （２）事業ポートフォリオにかかる経営判断は、事業評価の結果を活用するとともに、経営理念との

整合性や地域社会への貢献等の非財務的価値も十分に考慮して行う。 

６．経営計画への反映 

   中期経営計画その他の経営計画の策定・変更時には、事業ポートフォリオおよび経営資源配分計

画の見直しの要否についても取締役会で審議したうえ、結果を経営計画に反映する。 

 


